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■上下水道ビジョンと中期計画の関係 

■上下水道ビジョンと中期計画の計画期間 

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 
計画期間  

 Ｈ29  Ｈ30  Ｈ31  Ｈ32  Ｈ33  Ｈ34  Ｈ35  Ｈ36  Ｈ37 

「川崎市上下水道ビジョン」と「川崎市上下水道事業中期計画」

上下水道ビジョンは、将来にわたり本市の水道、工業用水道及び下水道の各事業
を持続し、次世代に発展的につないでいくための指針となる長期展望であり、中
期計画は、その上下水道ビジョンの実現に向けた実施計画で、施策や具体的な取
組を定めているものです。 

２ １ 

撮影場所：忍野八海 

上下水道ビジョン（平成29年度～平成37年度）

中期計画（平成29年度～平成33年度） 中期計画（平成34年度～平成37年度）

基本
理念

目指すべき
将来像

基本目標

10年間の方向性

施　策

取　組

上下水道ビジョン
基本理念 今後30年から50年程度先の将来を見据えた上下水道

事業の根幹的な考え方

目指すべき将来像 今後30年から50年程度先の将来を見据えた4つの視
点による上下水道一体の目指すべき将来像

基本目標 目指すべき将来像を実現するための今後30年から50
年程度先の将来を見据えた基本目標

10年間の方向性 基本目標を達成するための概ね10年間の方向性

中期計画
施　策

目標達成のための方向性を踏
まえた4～5年間の方策

施策を実現するための具体的
な取組

取　組

基本理念：健全な水循環により市民の生活を守る川崎の上下水道
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30～50年後の

目指すべき

将来像
安全・安心
安全な上下水道機能を確保し、安心して暮らせる市民生活を守ります

上下水道は、いつでも、どこでも、だれにでも、安全でおいしい水道水の供給や、安定した工業用水の供
給、汚水・雨水の適切な排水機能の確保により、首都圏に位置する好立地を生かして発展を続ける本市の
市民生活の基盤として、市民の生命・財産や事業者の経済活動を守り続けています。

総合的な浸水対策の推進による水害に強い街

大島地区京町・渡田地区

川崎駅東口周辺地区

三沢川地区

土橋地区

：重点化地区として
　浸水対策を実施した地区
　(大師河原地区を含む)
：リスク評価の結果、
　浸水リスクの高い地区

凡例

観音川地区

中期計画期間（平成29～33年度）の主な取組

広域連携による良質で安全な水の供給

ご家庭へ

津久井湖
（城山ダム） 浄水場

相模川

酒匂川

相模湖
（相模ダム）

宮ヶ瀬湖
（宮ヶ瀬ダム）

丹沢湖
（三保ダム）

安定的な水の供給

水源から蛇口までの
水質管理県内水道事業者

等との連携

3つのダムによる
相互運用

水系間の
連携による運用

60以上
40-59
30-39
20-29
10-19
5-9
1-4
（㎜/h）
1㎞メッシュ

色別降雨量

貯留管

河川

水位計 光ファイバー

管きょ

レーダー
雨量情報

マンホール

地下街

ポンプ場

水処理センター水位情報に連動した
避難情報

安全でおいしい水の供給に向けて

「水安全計画」によるリスクマネジメント より安全性の高い品質管理

「水質検査計画」に基づいた検査体制の確立 良質で安全な水道水の品質保証

「水道GLP」による精度の高い水質調査 より信頼性の高い安全・安心な水道水の供給

相模ダム

① 水質管理の徹底

水道水に対するリスクに対応する「水安全計画」を

実行することで総合的な水質管理を行うとともに、

「水質検査計画」に基づいて検査を実施し、その結

果を提供します。また、水質検査結果の精度と信頼

性については「水道GLP（水道水質検査優良試験所

規範）」により確保します。

② ダムの相互連携等による水運用

相模ダム・城山ダム・宮ヶ瀬ダムを導水路で連携す

ることによる効率的な運用や、神奈川県内広域水道

企業団の施設を中心とした相模川水系と酒匂川水系

の連携により、渇水などに強い水道システムを維持

します。

③ 重点化地区等における浸水対策

浸水シミュレーションの実施結果から、浸水リスク

が高いことが確認された6地区を新たな重点化地区

に位置付け、対策を推進するとともに、それ以外で

も局地的な浸水被害が発生している箇所において

は、個別の状況確認を踏まえた対策を実施します。

④ 水位データ等の活用による浸水対策

雨量・水位データを活用した効果的な施設の運転管

理を行うとともに、非常時には水位情報を防災管理

者へ通知し、避難につなげる取組を行います。
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30～50年後の

目指すべき

将来像
強靭な上下水道
災害時においても機能を維持できる強靭な上下水道を目指します

人口密度が高く、事業所や研究開発機関等が集積する本市において、大規模地震や津波といった災害等の
非常時でも、市民や事業者の生命・財産を守るため、施設機能に重大な影響が及ぶことなく、被害を最小
限に抑制し、迅速に復旧する上下水道になっています。

中期計画期間（平成29～33年度）の主な取組

耐震化された強靭な上下水道施設

① 水道施設・管路の耐震化

再構築事業により水道の浄水施設及び工業用水道の調整池の耐震化率

は100％となりましたが、引き続き、配水池・配水塔や工業用水道の

浄水施設の耐震化を進めます。水道管路については、管路の更新にあ

わせて耐震化を進め、このうち、重要施設（市立小・中・高等学校等

の避難所及び重要な医療機関）への供給ルートの管路や老朽配水管を

「重要な管路」と位置付け、平成34年度を目標に耐震化を完了します。

① 水質管理の徹底② 下水管きょ・施設の耐震化 ③ 応急給水拠点の整備

これまで整備を進めてきた応急給

水拠点に加えて、供給ルートの耐

震化が完了した市立小中学校の水

飲み場などを利用した開設不要型

の応急給水拠点の整備を進め、平

成35年度を目標に整備を完了させ

ます。

④ 災害時の連携強化

他都市や民間企業との災害時の応

援体制を強化するとともに、市民

とも連携し、災害時を想定した訓

練を実施します。

重要施設等と水処理センターとを

結ぶ下水管きょなどの「重要な管

きょ」を、優先的に耐震化します。

特に老朽管が多い川崎駅以南の地

域の耐震化を進めますが、川崎駅

以北の地域についても耐震診断を

行い、重要な管きょの耐震化に取

り組みます。水処理センター・ポ

ンプ場での地震対策として、施設

を運転・制御する機能（管理機

能）と下水を下流へ流す機能（揚

水機能）の確保に優先的に取り組

みます。
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応急給水拠点整備状況
（H27年度末：160箇所）

※円は応急給水拠点から半径750mを表す

応急給水拠点（全108箇所）

災害対策用貯水槽等（全31箇所）
（貯留管6箇所含む）

開設不要型応急給水拠点〔市立小中学校〕
（18箇所）

開設不要型応急給水拠点〔配水池・配水塔〕
（3箇所）

川崎駅以南の地域の重要な管きょの耐震化率

浄水場

配水池

耐震管

耐震管 耐震管

学校などの避難所

水処理センター

水処理センター

下水道施設間の
ネットワーク化

緊急対応・応急復旧対応の体制の確立

マンホールトイレ

応急給水拠点

行政と民間や関係
機関との連携
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30～50年後の

目指すべき

将来像
環境への配慮
快適な水環境や地球環境に配慮した事業を推進します

水源を共にする県内水道事業者等と連携し、水源水質の保全や貴重な水資源の有効利用を図るとともに、
下水道システムにより使った水をきれいにして川や海へ戻すことで快適で暮らしやすい水環境を維持・創
造しており、放流先である海や川など水辺も良好な環境となっています。また、本市の地形を生かし水源
から家庭までの自然流下による給水や再生可能エネルギーの活用、産学官連携等の取組による資源の循環
など、環境にやさしい事業運営により、地球環境に貢献しています。さらに、国際展開を通じて世界の水
環境改善に貢献しています。

中期計画期間（平成29～33年度）の主な取組

環境にやさしい水道システム

① 水資源の効率的利用

県内水道事業者等との共同事業として、

エアレーション装置の設置などによるア

オコの異常発生抑制や、相模貯水池の有

効貯水容量の維持・回復を目的に、相模

貯水池に対する浚せつなどを実施します。

※「アオコ」とは、湖沼等において水面に藍藻などのプ

ランクトンが著しく発生する現象とその藻類を指す。水

道水の異臭味の原因にもなるものです。

② 自然流下による水道システム ③ 再生可能エネルギーの利用

水道・工業用水道・下水道施設の

上部等に設置した太陽光発電や水

力を利用した小水力発電などの再

生可能エネルギーを有効に利用す

るとともに、新たに入江崎水処理

センター西系再構築施設にも、太

陽光発電設備を設置します。

④ 水処理センターの高度処理化

汚水処理により公衆衛生の改善・

公共用水域の水質汚濁防止に努め

てきましたが、富栄養化の原因物

質とされる窒素やりんが通常の処

理では除去できないことから、さ

らなる公共用水域の環境改善を目

的として、水処理センターの再構

築や既存施設の改造などによる水

処理センターの高度処理化に向け

た取組を推進します。

⑤ 

下水汚泥の焼却過程において、二

酸化炭素（CO2）と比べて温室効

果の高い一酸化二窒素（N2O）が

排出されており、上下水道事業全

体で排出する温室効果ガスのうち

大きなウェイトを占めていること

から、下水汚泥焼却施設の更新や

既設炉の改造により温室効果ガス

の発生量を削減します。

地形の高低差による位置エネルギーを生かした自然流下方式の水道

システムを継続します。

浄水場
津久井湖

（城山ダム）

相模湖
（相模ダム）

宮ヶ瀬湖
（宮ヶ瀬ダム）

上下水道一体
となった国際展開自然流下方式による

水道システム

水資源の効率的な利用
水源水質の保全

相模貯水池での浚せつの様子 入江崎水処理センター西系再構築事業

汚泥処理施設における
温室効果ガスの抑制

《温室効果ガス削減目標》

6,400(t-co2)/年

（対H28年度比）

生田配水池太陽光発電設備

長沢浄水場
第2導水ずい道

第1導水ずい道

津久井分水池

下九沢分水池

津久井湖

●相模湖 167.0m
さ がみ こ

●津久井湖 124.0m
つ  く  い

●津久井分水池

水の流れ

配水池、配水塔

標高 0m

115.0m
つ  く  い ぶんすいち

●下九沢分水池 112.2m
しもくざわ ぶんすいち

●長沢浄水場78.0m
ながさわ

（配水池）
はいすいち

相模湖

下水道による良好な環境の創造

せせらぎ水路

工場

水処理センター

下水処理水
（高度処理）

下水処理水
（高度処理）

下水汚泥

焼却
排熱

スラッジセンター

太陽光発電
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30～50年後の

目指すべき

将来像

10

お客さまサービスの充実
質の高いサービスの提供と持続可能な経営基盤の確保を目指します

ICT（情報通信技術）の活用などによる双方向のコミュニケーションを通じ、お客さまのライフスタイル
にあわせた質の高いサービスを提供しています。また、コンパクトな給水区域及び下水処理区域を生か
し、アセットマネジメント等による施設の維持管理、更新が図られ、適切な建設投資が行われていると
ともに、様々な経営の効率化と適正な受益者負担のもと、持続的な経営がされています。

中期計画期間（平成29～33年度）の主な取組

お客さまサービスの提供と経営基盤の確保

長沢浄水場広報施設イメージ夏休み水道教室

① 川崎の上下水道の魅力の発信

広報紙、上下水道局ウェブサイトなどを通じ、水道

の安全性や水源地の重要性、下水道の役割等と併せ

て、上下水道の先進的な取組等をお客さまにわかり

やすく伝えます。また、水処理技術等の情報発信の

場として、長沢浄水場と入江崎水処理センターに広

報施設を整備します。

② お客さまセンターの品質向上

上下水道局の総合受付窓口である上下水道お客さま

センターの品質向上を図るため、応答・応対時間の

短縮などに向けた業務マニュアルの更新、FAQ（よ

くある質問）の充実、研修の実施などに取り組みま

す。

③ 人材育成・意識改革

人材育成計画に基づく研修などの取組や国内外の貢

献活動を通じて人材育成を推進するとともに、働き

やすい、働きがいのある環境づくりと、職員の意識

改革・意欲向上の推進を図ります。

④ 経営の効率化

経営の効率化に向け、民間部門の活用を含めた簡素

で効率的・効果的な執行体制の整備や建設改良の平

準化、建設改良の財源である企業債残高の適正管理

などを行います。

９

技術・技能研修

≪財政見通し≫

中期計画期間中の財政収支は良好な見込み

ですが、将来の事業環境の変化等に備え、

引き続き、料金制度のあり方について検討

を行い、健全かつ安定的な経営基盤を確保

します。

理
解・信
頼

質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス

料
金・使
用
料

水道・下水道
利用者

工業用水道
利用者

上下水道局

お客さま

アセットマネジメント
等による維持管理・更新安定した経営基盤の確立官民連携等による

効率的な執行体制の確立

ICTICT

0 2 4 0 7

料金・使用料の公平かつ適正な徴収上下水道へのニーズの把握

適正かつ効率的な
給水装置工事・排水設備工事
の施行に向けた取組

上下水道に関する様々な情報発信

お客さまセンターの品質向上

安心 快適

スマートメーター導入に向けた取組

上下水道局 お客さま
信頼

ICTICT
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